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当社は、エネルギーと環境に関するコンサルティングサービスを提供するとともに、社会

に貢献するための技術の研究・開発を積極的に推進し、企業の社会的責任を果たすことを

「環境経営方針」に掲げ、様々な活動を行っています。 

今後も環境負荷として二酸化炭素排出量、廃棄物排出量、総排水量、化学物質使用量等に

着目し、それらを削減するための取り組みを全社で実践していきます。 

 

 

 

環 境 経 営 方 針 

日本エヌ・ユー・エス株式会社は、資源・エネルギー・環境問題が人類の健康と安全を

確保・向上するために避けて通れない重要課題であることを認識し、「安心できる環境を

次世代へ」を環境経営のスローガンとして、持続可能な社会をつくるため、継続的改善を

進めます。また、関連する環境の法令、条例、規則、協定その他の同意事項を遵守し、SDGs

や ESG などの新しい枠組みなどに対しても積極的に取り組み、環境負荷の軽減、環境汚

染の予防に努めます。 

環境経営方針は文書化し、全社員及び適用範囲に定めた外部協力会社等の関係者に周知

するとともに一般にも公開します。 

 

行 動 方 針 

➢ 環境保全の意識を向上させ、国内の環境関連法令を遵守するとともに、国際的な

取り決めについても常に意識していきます。 

➢ 気候変動対策に係る事業に積極的に参加します。生物多様性保全のための情報共

有や取り組みを推進します。 

➢ 電気、水道水などの使用量を管理し、省エネルギーを実践します。 

➢ 廃棄物の発生を抑制し、分別を徹底して再使用及び再利用を推進します。 

➢ 環境負荷軽減や環境保全に係る調査研究事業を積極的に受託します。 

➢ 事務用品などのグリーン購入を推進します。 

➢ 地域の環境教育や環境保全・普及活動などへ積極的に協力し、社外に対しても環

境コミュニケーションを推進します。 

➢ 上記のような取り組みを定期的にレビューし、必要に応じて改善していきます。 

 

2019年 4月 1日改訂 

 

2020年 4月 1日 

日本エヌ・ユー・エス株式会社 

代表取締役社長  近本 一彦 
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1. 組織の概要  

1.1 事業所名及び代表者氏名 

日本エヌ・ユー・エス株式会社 

代表取締役社長 近本 一彦 

 

1.2 所在地 

本 社： 東京都新宿区西新宿 7-5-25 西新宿プライムスクエア 5 階 

新潟事業所： 新潟県刈羽郡刈羽村大字刈羽字大谷地 3893-2 

青森事業所： 青森県上北郡六ヶ所村大字尾駮字野附 353-1 

福島事業所： 福島県いわき市平字大町 20-8 八百真大町ビル 3 階 

名古屋事業所： 愛知県名古屋市中区栄 4-3-26 昭和ビル 2 階 

沖縄事業所： 沖縄県那覇市真嘉比 1-10-8 330NIN 302 号室 

横浜オフィス： 神奈川県横浜市西区みなとみらい 2-3-1  

クイーンズタワーA 棟 17 階 日揮ホールディングス株式会社内 

 

1.3 環境管理責任者氏名及び担当者連絡先 

日本エヌ・ユー・エス株式会社 取締役  工藤 充丈 

（担当者： コーポレート本部 東 直人  電話 03-5925-6710（代表）） 

 

1.4 事業内容 

環境、エネルギー、システムに関するコンサルティング及びエンジニアリング・サービ

スならびに環境経済、エネルギー経済に関するコンサルティング 

 

1.5 事業規模 

資本金：5,000 万円 

従業員数：242 名（2026 年 3 月 31 日現在 全社） 

年間売上高：2025 年度 5,052 百万円 
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2． 対象範囲及び運営組織 

2.1 対象事業所 

対象とする事業所は、所在地に示した全ての事業所とする。なお、横浜オフィスにつ

いては、昨 2025 年度に行われた拡大審査により、本環境経営レポートより対象事業所

に含まれることとなり、全事業所が対象となった。 

削減数値目標は、対象事業所（以下、「全社」という。）の合計値で設定した。ただし、

本社及び新潟事業所については、個別の削減数値目標も参考として記載した。 

 

2.2 対象とする活動 

環境、エネルギー、システムに関するコンサルティング及びエンジニアリング・サー

ビスならびに環境経済、エネルギー経済に関するコンサルティング 
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2.3 実施体制及び役割、責任、権限 

  

担当者 役割、責任及び権限 

環境管理統括責任者 1． 環境経営方針を策定する。 

2． 経営における課題とチャンスの明確化 

3． 環境管理責任者及び内部監査員を任命する。 

4． 環境管理に必要な経営資源を確保する。 

5． エコアクション 21(EA21)の要求事項への取り組み状況及び評価について報告を受け、環境管理

の見直しと必要な指示を行う。 

環境管理責任者 1． 環境経営方針に沿った環境経営目標、環境経営計画を策定し、全社の環境管理システムを運用す

る。 

2． 環境管理システムの運用状況を環境管理統括責任者に報告する。 

3． 是正・予防処置の推進と管理を行う。 

4． 環境上の緊急事態への準備及び対応を行う。 

EA21 事務局 1． 環境経営目標、環境経営計画を従業員へ周知する。 

2． 環境経営計画の実行を推進し、改善の提言を行う。 

3． 教育・訓練の実施、外部からの環境上の苦情等の受付・対処を行う。 

4． 環境関連法令等の最新情報を入手し、法令遵守状況の監視・測定を行う。 

5． 環境管理データの収集、文書作成及び管理を行う。 

環境管理推進者 1． 環境経営計画の実施の指示、活動状況の把握を行う。 

2． 環境経営目標、環境経営計画の問題点や改善の提案を行う。 

3． 地方事業所においては、EA21 事務局の環境経営計画実行の推進、教育・訓練の実施、外部から

の環境上の苦情等の受付・対処、環境データ収集を補佐する。 

内部監査チーム 1． 内部監査計画の策定及び現地監査実施計画を策定する。 

2． 環境管理総括責任者と協議し、内部監査の基準と範囲を決定する。 

3． 実施業務･施設･設備及び以前の内部監査の詳細等、内部監査に必要な情報を取得する。 

4． 不適合所見については、遅滞なく環境管理総括責任者に報告する。 

5． 現地監査の所見を判定し、内部監査の結論に至るまでの十分な監査証拠を収集･解析する。 

6． 内部監査結果を作成し、環境総括管理責任者に報告する。 

環境推進担当 1． 所属部署における環境活動の推進、周知の徹底、問題点の吸い上げを行う。 

試薬担当 1． 試薬の購入・在庫管理を行うとともに法的要求事項に適正に対応する。 

廃棄物担当 1． 廃棄物を法的要求事項に応じて適正に処理し、処理記録を作成・管理する。 

全従業員 1． 環境活動の実施、環境改善の提案と実施を担う。 

日本エヌ・ユー・エス株式会社　環境管理体制

本社 横浜 青森 福島 新潟 名古屋 沖縄

2026年4月1日現在

・試薬担当

・廃棄物担当

エコアクション21事務局 内部監査チーム

全従業員

環境管理推進者 環境管理推進者 環境管理推進者

・環境推進担当

・廃棄物担当
・廃棄物担当 ・廃棄物担当 ・廃棄物担当 ・廃棄物担当

・環境推進担当

・廃棄物担当

環境管理総括責任者

代表取締役社長

環境管理責任者

担当取締役

環境管理推進者 環境管理推進者 環境管理推進者 環境管理推進者
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3． 環境経営目標及び環境経営計画 

3.1 中長期目標 

中長期目標は、対象期間を 2024 年 4 月～2027 年 3 月の 3 年間とし、下表のとおり設定

した。 

 

全社_中長期目標 

項  目 
（基準年） 

2023年度 

中長期目標期間（2024～2026年度） 

2024年度 2025年度 2026年度 

①二酸化炭素※1 

排出量削減 
76.84 t-CO2 

0.1％削減 

76.76 t-CO2 

0.2％削減 

76.69 t-CO2 

0.3％削減 

76.61 t-CO2 

②電力使用量削減 購入電力:  

140,211 kWh 

0.1％削減 

140,071 kWh 

0.2％削減 

139,931 kWh 

0.3％削減 

139,790 kWh 

③ガソリン削減 
4,336.3 ℓ 

0.1％削減 

4,331.9 ℓ 

0.2％削減 

4,327.6 ℓ 

0.3％削減 

4,323.3 ℓ 

④軽油削減 
251.2 ℓ 

0.1％削減 

251.0 ℓ 

0.2％削減 

250.7 ℓ 

0.3％削減 

250.5 ℓ 

⑤灯油削減 
698.0 ℓ 

0.1％削減 

697.3 ℓ 

0.2％削減 

696.6 ℓ 

0.3％削減 

695.9 ℓ 

⑥プロパンガス 

削減 
13.0 ㎥ 

0.1％削減 

13.0 ㎥ 

0.2％削減 

13.0 ㎥ 

0.3％削減 

13.0 ㎥ 

⑦上水使用量削減 
167.0 ㎥ 

0.1％削減 

166.8 ㎥ 

0.2％削減 

166.7 ㎥ 

0.3％削減 

166.5 ㎥ 

⑧コピー用紙 

使用量削減※2 
198 箱-A4 

0.1％削減 

198 箱-A4 

0.2％削減 

198 箱-A4 

0.3％削減 

197 箱-A4 

⑨廃棄物 

排出量削減 

・産業廃棄物の分別の徹底 

・法令遵守して適切に処分 

⑩化学物質の 

適正管理 

試薬管理を適切に実施 

⑪事業やボランテ
ィア活動を通じ
た環境への貢献 

・事業（環境負荷低減、再生可能エネルギー普及及び生物多様性保全等に
関連する事業の実施、地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力）等 

・ボランティア活動（地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 

※ 1：二酸化炭素排出原単位は、算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧を使用した。 

なお電力は電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－R4 年度実績－ 

R5.12.22 環境省・経済産業省公表を使用した。各社係数は以下の通り（kg-CO2/kWh） 

東北電力 0.477、東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ 0.457､中部電力ﾐﾗｲｽﾞ 0.433､沖縄電力 0.710 

 

※ 2：コピー用紙 A4 版の購入箱数を指標とした。A4 版は 2,500 枚/箱。 
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参考 1 本社個別中長期目標 

項  目 
（基準年） 

2023年度 

中長期目標期間（2024～2026年度） 

2024年度 2025年度 2026年度 

①二酸化炭素 

排出量削減 
44.67 t-CO2 

0.1％削減 

44.63 t-CO2 

0.2％削減 

44.58 t-CO2 

0.3％削減 

44.54 t-CO2 

②電力使用量削減 
購入電力: 

97,744 kWh 

0.1％削減 

97,646 kWh 

0.2％削減 

97,549 kWh 

0.3％削減 

97,451 kWh 

⑧コピー用紙※ 

使用量削減 
178 箱-A4 

0.1％削減 

178 箱-A4 

0.2％削減 

178 箱-A4 

0.3％削減 

177 箱-A4 

⑨廃棄物 

排出量削減 

・産業廃棄物の分別の徹底 

・法令遵守して適切に処分 

⑩化学物質の 

適正管理 

試薬管理を適切に実施 

・法令遵守して適切に保管 

⑪事業やボランテ
ィア活動を通じ
た環境への貢献 

事業（環境負荷低減、再生可能エネルギー普及、生物多様性保全等に関連
する事業の実施）、ボランティア活動（地域の環境教育、環境保全・普及活
動への協力） 

※ ：コピー用紙 A4 版の購入箱数を指標とした。A4 版は 2,500 枚/箱。 

 

参考 2 新潟事業所個別中長期目標 

項  目 
（基準年） 

2023年度 

中長期目標期間（2024～2026年度） 

2024年度 2025年度 2026年度 

①二酸化炭素 

排出量削減 
15.59 t-CO2 

0.1％削減 

15.57 t-CO2 

0.2％削減 

15.56t-CO2 

0.3％削減 

15.54 t-CO2 

②電力使用量削減 
購入電力: 

15,228kWh 

0.1％削減 

15,213 kWh 

0.2％削減 

15,198 kWh 

0.3％削減 

15,182 kWh 

③ガソリン削減 3,143.0 ℓ 
0.1％削減 

3,139.8 ℓ 

0.2％削減 

3,136.7 ℓ 

0.3％削減 

3,133.5 ℓ 

④軽油削減 210.2 ℓ 
0.1％削減 

210.0 ℓ 

0.2％削減 

209.8 ℓ 

0.3％削減 

209.6 ℓ 

⑤灯油削減 200.0 ℓ 
0.1％削減 

199.8 ℓ 

0.2％削減 

199.6 ℓ 

0.3％削減 

199.4 ℓ 

⑥プロパンガス 

削減 
13.0 ㎥ 

0.1％削減 

13.0 ㎥ 

0.2％削減 

13.0 ㎥ 

0.3％削減 

13.0 ㎥ 

⑦上水使用量削減 115.0 ㎥ 
0.1％削減 

114.9 ㎥ 

0.2％削減 

114.8 ㎥ 

0.3％削減 

114.7 ㎥ 

⑧コピー用紙※ 

使用量削減 
全社と合算して集計する 

⑨廃棄物 

排出量削減 

・産業廃棄物の分別徹底 

・法令遵守して適切に処分 

⑩化学物質 

の適正管理 

試薬管理を適切に実施 

・購入管理、使用終了の確認 

・法令遵守して適切に保管、廃棄 

⑪事業やボランテ
ィア活動を通じ
た環境への貢献 

事業（環境負荷低減のための３S（整理・整頓・清掃）活動）、 

ボランティア活動（地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 

※ ：コピー用紙 A4 版の購入箱数を指標とした。A4 版は 2,500 枚/箱。 
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①  二酸化炭素排出量 

二酸化炭素排出量の把握にあたっては、事業所ごとの使用状況に応じて、電力、ガソリ

ン、軽油、灯油及びプロパンガスを対象に、下記係数を用いて算定した。 

・算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧 

－R5.12.22 環境省・経済産業省公表 

・電気の使用 電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用） 

・燃料の使用 （別表１燃料種別の発熱量×別表２燃料種別の炭素排出係数）に示される 

二酸化炭素排出原単位を用いて算定した。 

 

② 電力使用量 

電力使用量は、各事業所において利用している電気機器等の使用量より算定した。電気

機器等には、空調、照明、サーバ・クライアントコンピュータ、PC モニター、複合機、

冷蔵庫、電子レンジ、自動販売機、給茶機等が含まれる。 

 

③ ガソリン 

ガソリンは、新潟事業所、青森事業所、福島事業所、沖縄事業所で使用している社有車

や船外機船等における消費量より算定した。 

 

④ 軽油 

軽油は、新潟事業所、青森事業所で使用している社有車や除雪機における消費量より算

定した。 

 

⑤ 灯油 

灯油は、新潟事業所、青森事業所で居室及び実験室の暖房用として使用している灯油ス

トーブ及びファンヒーターにおける消費量より算定した。 

 

⑥ プロパンガス 

プロパンガスは、新潟事業所で使用している給湯器における消費量より算定した。 

 

⑦ 上水使用量 

上水使用量は、新潟事業所、青森事業所、沖縄事業所の居室及び実験室、屋外等に設置

されている水道の使用量より算定した。上水は、主に手洗い・トイレ等の日常使用、実験

機材等の洗浄用、水質・生物分析用に利用している。 

他の事業所は、テナントビルに入居しており、個別の使用量を把握することが困難であ

るため算定から除外した。 

 

⑧ コピー用紙使用量 

コピー用紙使用量の把握にあたっては、使用する用紙のほとんどが A4 版であることか
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ら、A4 版の購入箱数を指標とした。 

⑨ 廃棄物排出量 

対象事業所から排出される廃棄物としては、一般廃棄物（弁当・飲料容器、紙屑、コピ

ー用紙、新聞・雑誌、事務用品等）、産業廃棄物（コンピュータ・モニター、コンピュー

タ周辺機器、什器、事務用品、発泡スチロール、調査済みサンプル等）がある。 

削減が可能な廃棄物としては、弁当・飲料容器、コピー用紙、事務用品が考えられるが、

弁当・飲料容器や事務用品等の排出量の変動を正確に把握できるレベルの調査は、入居ビ

ルのごみ回収の仕組み上難しいことから、削減の数値目標は設定せず、削減につながる行

動を常に意識し、可能な限り徹底していくことで削減を目指すこととした。 

コピー用紙については、情報セキュリティーの観点から廃棄時に溶解処分やシュレッ

ダー処分することが多く、それらは廃棄物処理業者によって最終的に再資源化されてい

る。 

新聞・雑誌については、業務上必要なものを購入しており、排出量削減は難しいと考え

られることから除外した。 

なお、排出量の届出が必要となる産業廃棄物が発生した場合は、法令を遵守した適切な

処分を行い、マニフェスト管理や届出等適正な管理を行うことを目標とした。 

 

⑩ 化学物質の適正管理 

試薬を適切に保管することを目標とした。 

なお、指標となる適切な数値がないため、数値目標は設定しない。 

 

⑪ 事業やボランティア活動を通じた環境への貢献 

当社の事業は「エネルギーと環境に関するコンサルティングサービスの提供」であり、

現状すでに環境問題の政策支援を始めとする様々な環境関連業務を受託している。 

今後も引き続き、環境負荷低減や環境汚染の予防、生物多様性保全、再生可能エネルギ

ーの発展等に関連する事業を積極的に受託していくとともに、自らの事業としても実施

していく。 

また、社外においても環境教育や普及啓発活動の講師として参加する等、積極的なボラ

ンティア活動を長年続けている。今後も引き続き活動を行っていくとともに、活動に参加

する従業員を社内で増やしていくことを目指す。 

なお、指標となる適切な数値がないため、数値目標は設定しない。 
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3.2 今年度(2025 年度)目標と実績 

全社における今年度目標及び取組期間の 2025年 4 月～2026 年 3 月（12ヶ月間）における

実績を、下表に示す。また、個別に削減数値目標を同時に設定している本社及び新潟事業所

における今年度目標と実績及び日揮グループの一員として報告しているサプライチェーン

排出量（Scope1、2、3）についても参考として示す。 

全社 

項  目 

2023年度 

（基準年） 

2025年度 

（目標：基準年の

0.2％減） 

2025年度 

（実績） 

※3 

評価 

①二酸化炭素 

排出量※１削減 
76.84 t-CO2 76.69 t-CO2 

72.21t-CO2 

（基準年の 6％減、目標の 6％減） 

【参考】本社 42.43、新潟 11.61、青森

6.49、福島 4.49、名古屋 2.23、沖縄 4.96 

〇 

②電力使用量削減 
購入電力: 

140,211 kWh 
139,931 kWh 

135,260kWh 

(基準年の 4%減、目標の 3%減) 

【参考】本社 93,860、新潟 13,691、青

森 6,185、福島 10,408、名古屋 5,431、

沖縄 5,685 

〇 

③ガソリン削減 4,336.3 ℓ 4,327.6 ℓ 

5,085.2 ℓ 

（基準年の 17%増、目標の 18%増） 

【参考】新潟 3,463.9、青森 1,108.5、福

島 47.0、沖縄 465.8 

× 

④軽油削減 251.2 ℓ 250.7 ℓ 

370.0 ℓ 

（基準年の 47％増、目標の 48％増） 

【参考】新潟 283.8、青森 86.2 

× 

⑤灯油削減 698.0 ℓ 696.6 ℓ 

643.5 ℓ 

（基準年の 8%減、目標の 8%減） 

【参考】新潟 194.5、青森 449.0 

〇 

⑥プロパンガス削減 13.0 ㎥ 13.0 ㎥ 

 7.0 ㎥ 

（基準年の 46％減、目標の 46％減） 

【参考】新潟 7.0 

〇 

⑦上水使用量削減 167.0 ㎥ 166.7 ㎥ 

138.0 ㎥ 

（基準年の 17％減、目標の 17％減） 

【参考】新潟 63、青森 53、沖縄 22 

〇 

⑧コピー用紙※２ 
使用量削減 

198 箱-A4 198 箱-A4 

153 箱-A4 

（基準年の 23％減、目標の 23％減） 

【参考】本社 118、横浜 6、新潟 10、青

森 0、福島 8、名古屋 2、沖縄 9 

〇 

⑨廃棄物 

排出量削減 

・産業廃棄物の分別徹底 

・法令遵守して適切に処分 
〇 

⑩化学物質の 

適正管理 
試薬管理を適切に実施 〇 

⑪事業やボランティ
ア活動を通じた環
境への貢献 

・事業（環境負荷低減、再生可能エネルギー普及及び生物多様性保全
等に関連する事業の実施、地域の環境教育、環境保全・普及活動への
協力） 

・ボランティア活動（地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 

〇 

※ 1： 二酸化炭素排出原単位は、算定・報告・公表制度における算定方法・排出係数一覧を使用した。 

なお電力は電気事業者別排出係数（特定排出者の温室効果ガス排出量算定用）－R6 年度実績－ 
R8.1.9 環境省・経済産業省公表、R8.2.25 一部更新 を使用した。各社係数は以下の通り（kg-

CO2/kWh）東北電力 0.421、東京電力ｴﾅｼﾞｰﾊﾟｰﾄﾅｰ 0.452､中部電力ﾐﾗｲｽﾞ 0.411､沖縄電力 0.685 

※ 2： コピー用紙 A4 版の購入箱数を指標とした。A4 版は 2,500 枚/箱。 

※ 3： 評価の基準は、年度目標達成○、未達成×。  
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参考 1_本社個別 

項  目 
2023年度 

（基準年） 

2025年度 

（目標：基準年の 0.2％減） 

2025年度 

（実績） 

※ 

評価 

①二酸化炭素 

排出量削減 
44.67 t-CO2 44.58 t-CO2 

42.43 t-CO2 

（基準年の 5%減、目標の 5％減）  
〇 

②電力使用量 

削減 

購入電力: 

97,744.0 kWh 97,549.0 kWh 
93,860.0 kWh 

(基準年の 4%減、目標の 4%減) 
〇 

⑧コピー用紙 

使用量削減 
178 箱-A4 178 箱-A4 

118 箱-A4 

（基準年の 34％減、目標の 34％減） 
〇 

⑨廃棄物 

排出量削減 

・産業廃棄物の分別徹底 

・法令遵守して適切に処分 
〇 

⑩化学物質の 

適正管理 
試薬管理を適切に実施 〇 

⑪事業やボラン

ティア活動を

通じた環境へ

の貢献 

・事業（環境負荷低減、再生可能エネルギー普及及び生物多様性保全等に関

連する事業の実施、地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 

・ボランティア活動（地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 
〇 

※ ：評価の基準は、年度目標達成○、未達成×。 

 

参考 2_新潟事業所個別 

項  目 
2023年度 

（基準年） 

2025年度 

（目標：基準年の 0.2％減） 

2025年度 

（実績） 

※ 

評価 

①二酸化炭素排出量

削減 
15.59 t-CO2 15.56t-CO2 

11.61t-CO2 

（基準年の 26%減、目標の 25%減） 

〇 

②電力使用量 

削減 

購入電力: 

15,228.0 kWh 
15,198.0kWh 

13,691.4 kWh 

（基準年の 10%減、目標の 10%減） 
〇 

③ガソリン削減 
3,143.0 ℓ 3,136.7 ℓ 

3,463.9 ℓ 

（基準年の 10％増、目標の 10％増） 
× 

④軽油削減 
210.2 ℓ 209.8 ℓ 

283.8 ℓ 

（基準年の 35％増、目標の 35％増） 
× 

⑤灯油削減 
200.0 ℓ 199.6 ℓ 

194.5 ℓ 

（基準年の 3%減、目標の 3%減） 
〇 

⑥プロパンガス削減 
13.0 ㎥ 13.0 ㎥ 

 7.0 ㎥ 

（基準年の 46％減、目標の 46％減） 
〇 

⑦上水使用量削減 115.0 ㎥ 114.8 ㎥ 
63.0 ㎥ 

（基準年の 45％減、目標の 45％減） 
〇 

⑧コピー用紙使用量

削減 
全社と合算して集計する (〇) 

⑨廃棄物排出量削減 
・一般廃棄物の分別徹底 

・産業廃棄物の適正処分 
〇 

⑩化学物質の 

適正管理 
試薬管理を適切に実施（試薬購入時の登録、終了時の確認、適切な保管） 〇 

⑪事業やボランティ

ア活動を通じた環

境への貢献 

・事業（環境負荷低減、再生可能エネルギー普及及び生物多様性保全等

に関連する事業の実施、地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 

・ボランティア活動（地域の環境教育、環境保全・普及活動への協力） 

〇 

※ １： 評価の基準は、年度目標達成○、未達成×、（ ）内は全社の評価。 

※ ２： 2025 年 5 月～2026 年 2 月の期間にて、事務所建て替えのため、仮事務所で営業。 

   テナントビルに入居しており、個別の使用量を把握することが困難であるため、プロパンガスと 

上水については、算定から除外した。 
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参考 3_サプライチェーン排出量 

 日揮グループでは CO2 削減に向けて、サプライチェーン排出量の把握を目指している。グループ会社で
ある当社は、日揮ホールディングス株式会社に対し、以下の排出量を報告している。この排出量には、Scope1、
2 に加えて Scope3 も含まれる。なお、Scope1、2 は、エコアクション 21 で報告している二酸化炭素排出
量に該当する。 

   

項目 算定に使用したデータ 
2025 年度 

t-CO2 

Scope１： 

直接排出 
ガソリン、軽油、灯油、LPG の購入量 

14.27 

 

Scope２： 

エネルギー起源 

の間接排出 

電力使用量 57.94 

Scope３： 

その他の間接 

排出 

購入した製品/サービス、取得した資産、通勤時・出張等に伴う
排出量 

3,287.65 

 

 

サプライチェーン排出とは、事業者自らの排出だけでなく、事業活動に関係するあらゆる排出を合計し

た排出量を指す。つまり、原材料調達・製造・物流・販売・廃棄等、一連の流れ全体から発生する温室

効果ガス排出量のこと。 

サプライチェーン排出量＝Scope1 排出量+Scope2 排出量+Scope3 排出量 

環境省ホームページ：グリーンバリューチェーンプラットフォーム 

（https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/estimate.html#no00）より 
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4． 環境経営計画の取り組み結果及び評価、次年度の取り組み内容 

今年度（2025 年度）目標について定めた環境経営計画及び取り組み結果等は次のとお

りである。 

全社 

環境経営計画 取り組み結果及び評価 
次年度の 

取り組み内容 

＜電力使用量削減＞ 
①必要な場所を除いて昼休み消灯 
②無人エリアは使用時のみ点灯 
③帰宅時は PCモニター主電源 OFF 
④節電行動徹底の定期的な呼びか
け、ポスター・ステッカー等で
表示 

⑤講習会の開催による周知 

【取り組み結果】 
・①～③はほぼ完全に実施できていた。また、低電力消費タ
イプを導入し、PCは標準でスリープモード設定を実施 

・④は社内掲示板への定期的な掲示、出入口等人目に付きや
すい箇所への表示を実施 

・⑤は全社講習会、新入社員教育等での周知を実施 
【評価】：環境経営計画が遵守されており、電力使用量も目
標通り削減できている。（目標 139,931kWh、実績
135,260kWh） 

 
 引き続き節電
に取り組む 
 低電力消費タ
イプの機器の
導入を推進 

＜ガソリン削減＞ 
①無駄な使い方をしないよう心が
ける 

②エコドライブの実践 

【取り組み結果】 
・急発進、長時間アイドリング等の禁止、エコドライブ実践
を周知 

【評価】： 環境経営計画は遵守したが、業務量増大等のため
使用量削減目標は達成できなかった。 

（目標 4,327.6L、実績 5,085.2L） 

 
 引き続き行動
計画を遵守す
るとともに削
減を心掛ける 

＜軽油削減＞ 
①無駄な使い方をしないよう心が
ける 

②エコドライブの実践 

【取り組み結果】 
・急発進、長時間アイドリング等の禁止、エコドライブ実践
を周知 

【評価】：環境経営計画は遵守したが、業務上、社有車での
移動の増加および青森事業所にて除雪機利用に伴い、目
標達成できず。（目標 250.7L、実績 370.0L） 

 
 引き続き行動
計画を遵守す
るとともに削
減を心掛ける 

＜灯油削減＞ 
①無駄な使い方をしないよう心が
ける 

②ストーブは不在時停止 
③温度管理の徹底 

【取り組み結果】 
・ストーブとエアコンを併用することにより、効率的な暖房
を実施 

【評価】：環境経営計画が順守されており、灯油使用量も目
標通り削減できている。  

（目標 696.6L、実績 643.5L） 

 
 継続して実施
する 

＜プロパンガス削減＞ 
①無駄な使い方をしない 

【取り組み結果】 
・無駄な使い方をせず、効率的に使用 
【評価】：環境経営計画が順守されており、プロパンガス使
用量も目標通り削減できている。 

（目標 13.0㎥、実績 7.0㎥） 

 
 継続して実施
する 

＜上水使用量削減＞ 

①無駄な使い方をしない 

【取り組み結果】 
・無駄な使い方をせず、効率的に使用 
【評価】：環境経営計画が遵守されており、上水道使用量も
目標通り削減できている 

（目標 166.7㎥、実績 138.0㎥） 

 
 継続して実施
する 

＜コピー用紙使用量削減＞ 
①プリンター印刷設定は両面印刷
をデフォルト 

②社内用印刷・コピーはなるべく
２アップ以上 

③無駄な印刷・コピーをしない     

④社内申請書等の電子化、社内会
議ペーパーレス化 

⑤講習会の開催による周知 

【取り組み結果】 
・①～③は社内ルール化や推奨の実施 
・④は社内書類の電子化の実施、ミーティングスペースにモ
ニターを設置することでペーパーレス化推進 

・⑤は全社講習会、新入社員教育等での周知を実施 
【評価】：環境経営計画が遵守されており、社内におけるコ
ピー用紙使用量削減に結びついている。 

（目標 198箱、実績 153箱） 

 
 継続して実施
する 
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全社（続き） 

環境経営計画 取り組み結果及び評価 
次年度の 

取り組み内容 

＜一般廃棄物排出量削減＞ 
①一般廃棄物の分別徹底 

②ごみ削減の張り紙実施 

③排出量の把握 

（各事業所で集計可能なデータ
の収集） 

【取り組み結果】 
・①、②は分別用の専用ゴミ箱を周知するとともにわかり
やすい表示の実施 

・③は把握可能な排出量について事業所ごとに検討し、集
計可能な事業所を把握。 

【評価】：環境経営計画が遵守されている。 

 
 引き続き、一般
廃棄物の分別
を徹底 

＜産業廃棄物適正管理＞ 
①産業廃棄物の分別徹底 

②法的要求事項に従って適切に
処分（マニフェスト管理、法令
に基づく届出） 

【取り組み結果】 
・①は廃棄物置場の周知徹底とわかりやすい表示を行うこ
とで適切に分別 

・②はマニフェストの管理と産廃業者との契約状況の把
握、廃棄物管理手順書の改定の実施と周知 

【評価】：環境経営計画が遵守されている。 

 引き続き、適切
に分別し、廃棄
物処理法に基
づく届出を実
施 

＜化学物質の適正管理＞ 
①試薬購入時の登録をする 

②適切に保管する 

③試薬を使い切った際の確認を
する 

【取り組み結果】 
・適切な保管を確実に実施した。 
【評価】：環境経営計画が遵守されている。 

 
 継続して実施 
  

＜事業を通じた 
環境への貢献＞ 

①環境負荷低減、再生可能エネル
ギー普及、生物多様性保全等に
関連する事業の実施 

②環境負荷低減のための３S（整
理・整頓・清掃）活動 

 

【取り組み結果】 
・気候変動対策については、新エネルギーや再生可能エネ
ルギー、CCSの社会実装に向けたプロジェクト支援や地
域の適応計画立案など関連する多くの業務を遂行するこ
とにより、脱炭素社会の構築及び適応に向けた取り組み
を進めることに寄与した。 

・有害化学物質や大気、水質、海洋環境等の汚染低減に繋
がる環境調査や管理計画作成、関連法令の策定支援など
を実施するとともに、山林、河川、湖沼等の生態系保全
や水産資源管理に係る業務を行うことにより、環境負荷
低減及び生物多様性保全に貢献した。 

※上記事業内容を SDGsに関連付けたものを次ページ以降に紹介

する。 

・会社封筒は FSC 認証を受けた環境配慮製品を使用して
いる。 

・全事業所にて常に３S（整理・整頓・清掃）を心掛けな
がら活動している。 

【評価】：環境経営計画が遵守されている。 

 
 継続して積極
的に実施 
 

＜ボランティア活動を 
通じた環境への貢献＞ 

・地域の環境教育、環境保全・普
及活動へ協力 

【取り組み結果】 
・地域の清掃ボランティア活動参加（本社、沖縄事業所） 
※上記活動事例を次ページ以降にて紹介する。 
【評価】：環境経営計画が遵守されている。  

 
 継続して積極
的に実施 
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【事業を通じた環境への貢献】 

当社ホームページ https://www.janus.co.jp/sdgs/より抜粋 

 

当社は 1971 年の創業以来、エネルギー、環境、社会科学の分野で培ってきた高度なコンサルティング能

力を活かし、持続可能な社会、豊かで安心できる未来社会の構築に貢献することを目指してきました。 

 持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）に掲げられる目標のいくつかは、当社

が創立以来目指してきた未来社会そのものであり、当社の経営理念のもとに、今後も継続して得意とする

エネルギー、環境、社会科学の分野はもちろんのこと、コンサルティングを越えた幅広い仕事にチャレン

ジし、SDGs の着実な達成と、安全で安心できる持続可能な未来社会の実現のために行動してまいります。 

 

＜当社のビジネスと SDGs＞ 
➢ 有害化学物質ならびに大気、水質及び土壌の汚染を減少させるために、また山林、河川、湖沼等の水

域に関連する生態系の保護のために、環境調査や環境規制、環境管理に関する支援を行っています。 

    
 

➢ 持続可能なエネルギーの普及とエネルギー効率改善のために、またエネルギーミックスにおける再生

可能エネルギーの割合の拡大のために、事業組成支援、技術審査、関連法令への対応に関する支援を

行っています。 

     
 

➢ 国内外において、大きく変化しつつある電力市場に対し、国内外関連機関とのネットワーク、電力業

界における調査実績から多面的なコンサルティングサービスを提供します。 

     
 

➢ 気候変動及びその影響を軽減するために、国際動向、技術、制度等に関する調査、CO2 回収・貯留

（CCS）及び石油増進回収（EOR）に関する調査、適応計画立案に関する調査等を行っています。 

  
 

➢ 持続可能な海洋開発のために、水域の環境調査や保全対策に向けた支援を行っています。また、海洋

資源や水産資源を持続可能な形で利用するために、海洋資源開発における環境影響評価、科学的根拠

に基づいた漁業資源管理の支援等を行っています。 

 
 

➢ 持続可能な陸域開発のために、陸域の環境調査や保全対策に向けた支援、環境アセスメント等を行っ

ています。また、JANUS の環境経営方針に則ってエコアクション 21 認証を取得維持します。 

 

  



15 

 

【ボランティア活動事例】 

 

〇にこいちビーチクリーン活動報告 （2025 年度） 

沖縄県本部町新里地区の海岸で、2020 年 7 月から 2 名で月 1 回のボランティア清掃活

動を開始しました。海岸長 200ｍほどの小さな海岸ですが北側に面しているため、冬場の

北風で多くの海洋ごみが押し寄せます。 

県内の自治体ごとにボランティア清掃の手順は異なりますが、本部町ではボランティア

清掃を行う個人や団体にボランティアごみ袋を無償で提供しており、事前に役場でごみ袋

を受け取り、ごみ拾いからクリーンセンター（本部町今帰仁清掃組合）へ搬入まで行いま

す。 

現在の主要メンバーは 11 名。2025 年度の活動は、夏場と悪天候の中止をのぞき 9 回実

施。そのうち、ごみの回収作業は 5 回で、参加人数は平均で 7 人、集積したごみをクリー

ンセンターへ持ち込む運搬作業は 4 回、参加人数は平均 4.3 人でした。 

定期的に行うことにより漂着したごみの再流出防止に努めています。また、ごみを拾う

こと、ごみを目にすること、ごみの流域等を知ることで、参加者や活動記録を見ている人

たちへ、自分たちの暮らしの中で、使い捨て用品の使用やごみの発生抑制の意識へ繋がる

取組を目指しています。 

 

【2025 年度までの活動実績】 

年度 

（実施回数、 

参加人数（延べ）） 

燃やす

ごみ 

ペット

ボトル 

発泡スチ

ロール 

金属 ビン その他 合計 

2020 年度 

（9 回、19 人） 

38 12 8 2 2 5 67 

2021 年度 

（12 回、46 人） 

49 13 7 1 1 6 77 

2022 年度 

（10 回、74 人） 

95 22 3 1 8 36 165 

2023 年度 

（10 回、64 人） 

75 19 9 2 1 130 236 

2024 年度 

（12 回、76 人） 

45 38 35 3 7 197 

 

325 

2025 年度 

（9 回、52 人） 

64 25 20 3 10 96 

 

218 

（90ℓごみ袋数量）  
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【活動状況】 

   

漂着状況     漂着状況    回収状況 

   

 
  

回収状況 回収状況     集積場 

   

   

集積場 集積場       運搬状況 
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〇横浜、海の公園の海岸クリーンアップ 

横浜市、海の公園の海岸クリーンアップを 2025年 11月 29日（土）に実施しました。 

今回は OB も含めて 10 名が参加しました。海岸は貝殻が目につくばかりでごみはほとん

どありません。目をこらすと従来とおりたばこ吸い殻やプラスチックの破片、花火の残骸

や風船が見られましたが、これまでよりはずっとごみが少ない状態でした。プラスチック

問題への関心の高まりを感じます。 

 

秋のクリーンアップは、回収したごみを分類して種類ごとの計数を行い、その結果を

JEAN（日本のとりまとめ団体）に報告しています。JEANでは日本全国の結果を集計し、今

後の対策の検討材料とされます。また、JEANからは日本の集計結果が Ocean Conservancy

（米国にある総本山）に報告され、世界中の結果が集計されています。

（https://oceanconservancy.org/）。（https://oceanconservancy.org/） 

 

回収したごみ。量は少ないですが、やはり出てきます。 

 

〇その他 下記にも当社社員が参加しています 

・多摩川の外来植物駆除 ～ 守ろう多摩川の生き物 ～ 

・事業所近辺や社員居住地域のごみ拾いボランティア 

・社員居住地域の NPOの活動に参加し、川の環境調査 

・社員居住地域のリサイクル推進活動 

・専門性を活かした生物調査に関する研修講師 

・専門性を活かした海洋調査に関する認定技術委員会への委員参画   など 

  

https://oceanconservancy.org/
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5． 環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価並びに違反、訴訟等の有無 

対象事業所の事業活動に関連する主な法令、条例は下記の通りであり、遵守しているこ

とを確認、評価した。 

また、対象期間中の事業活動において、環境関連当局から違反等の指摘や訴訟は無かっ

た。 

 

№ 環境関連法令等の名称 

1 廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

2 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 

3 フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律 

4 特定家庭用機器再商品化法 

5 消防法 

6 毒物及び劇物取締法 

７ 労働安全衛生法 

8 各対象事業所所在地自治体の廃棄物の処理及び清掃に関する条例 
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6． 代表者による全体評価と見直し・指示の結果 

（1）全体評価 

エコアクション 21 を 2013 年に認証登録してから今年で 13 年目になる。 

前期（2021～2023）の中長期目標より、新たな取り組みとして、これまで集計対象

外であった各地方事業所の排出量についても可能な項目を集計して、全社削減目標と

することとした。 

昨年度より開始された新たな中長期目標期間の基準年となる 2023 年度の結果を見

ると、おおむね削減目標を達成しているものの、既に削減が困難となった項目も見られ

る。しかしながら、さらなる環境負荷低減をめざし、今期の中長期目標については前中

長期目標と同様に全項目について毎年基準年より 0.1%削減を目標として設定した。ま

た、2025 年度を対象とした本環境経営レポートから、新たに横浜オフィスを実施体制

に含めた。 

2025 年度は、環境経営目標にて数値目標を設定した 7 項目のうち、ガソリン、軽油

以外の 5 項目については環境経営計画を遵守し、目標を達成する結果となったことを

確認した。引き続き、より一層の環境負荷低減に向けた取り組みを期待する。 

目標達成できなかったガソリン、軽油については環境経営計画の遵守は確認できて

いるものの、業務の多忙化による移動等の増加や、新たな機器の導入・稼働等により、

数値目標が達成困難なものとなっている可能性がある。昨年度から新たな中長期目標

を設定し取り組んでいるが、より一層環境経営計画を遵守しつつ、引き続き排出量削減

を目指す効果的な対応策を検討する等の取り組みを期待する。 

新潟事業所の建て替えに伴い発生した廃棄物については、法令に則り適切に処分さ

れ、工事に伴う外部からの環境に関する苦情等がなかったことを確認した。 

事業においては、環境及びエネルギーに係るコンサルタントとして、気候変動に係る

緩和・適応の両分野における業務や、人の健康／環境への影響について把握することを

目的とした化学物質に関わる調査業務、環境政策に関する委員会運営、再生可能エネル

ギー等に係る環境アセスメント業務等幅広い受託業務を通じて、SDGs に直接的／間接

的に関与し、持続可能な社会の構築に寄与している。 

エコアクション 21 の認証を示し受託した業務の売上高は、2023 年度 1,389 百万円

（売上高の約 31％）、2024 年度 1,729 百万円（売上高の約 33％）、2025 年度 1,391 百

万円（売上高の約 27％）であり、今後もエコアクション 21 の認証を活かした業務の拡

大を期待する。 

社外活動においては、清掃ボランティア活動や専門性を活かした啓蒙活動等に参加

したことを評価する。なお、海岸清掃活動及び環境政策実施者向け研修会における講義

実施等、従業員が参加できる環境があれば積極的に参画することを期待する。 

環境に関する新たな取り組みとして、2050 年カーボンニュートラル及び 2030 年度
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削減目標の実現に向けて、国民・消費者の行動変容、ライフスタイル転換を強力に後押

しするため、国民運動として展開されている「デコ活」へ継続して参画している。 

今後も引き続き、従業員が環境とエネルギーに関わる業務の遂行及び活動を通じて、

地球全体の環境負荷低減に貢献していくことを期待する。 

 

（2）見直し・指示 

・ 環境経営目標 

 中長期の削減目標については、これまでの取組により達成が厳しい項目があ

ることは理解するが、今後も引き続き努力すること。 

・ 環境経営計画 

 行動目標の遵守が継続されることが重要と考えるので、事務局はより一層周

知を心がけること。 

・ 環境マネジメントシステム 

 現行の体制を維持し、PDCA サイクルを確実に実行すること。 

 


